
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

塙町エール（応援）商品券交付事業

①エネルギー価格高騰、物価高騰等による家計負担や地
域経済への影響を鑑み、家計を支援（生活者に対する食料
品等の支援）するとともに、地域における消費を喚起し、地
元事業者を応援することで、地域経済の振興を図る。
②商品券、事務費に係る経費
③商品券　153,720千円（＠20,000円×7,686人）
　 事務費　消耗品費 30千円、印刷製本費 2,000千円
　　　　　　　通信運搬費 2,000千円、広告料 66千円
　　　　　　　事務費計 4,096千円
              （一般財源：13,383千円充当）
④町民、町内事業者

R8.1 R8.4以降

2
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

塙町宿泊費助成事業

①エネルギー価格高騰、物価高騰等による地域経済への
影響を鑑み、地域における消費を喚起し、地元宿泊事業者
等を応援することで、観光誘客の促進及び地域経済の活
性化を図る。
②町内宿泊施設へ宿泊した場合の宿泊費用の一部助成等
に係る経費
③宿泊費助成金　7,500千円（＠5,000円×1,500人）、事務
費補助金　300千円（広告料44千円、印刷製本費250千円、
消耗品費6千円）
（一般財源：591千円充当）
④町民等（町民及び町民と一緒に宿泊する町外在住者
等）、町内宿泊事業者等

R7.4 R8.4以降

3
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

はなわの子ども子育て応援手当支給
事業

①物価高の影響が長期化しその影響が様々な人々に及ぶ
中、特にその影響を強く受けている子育て世帯を力強く支
援し、こどもたちの健やかな成長を応援する観点から、国
の物価高対応子育て応援手当の支給に併せて、町独自の
上乗せ支給を行う。
②子育て応援手当、事務費に係る経費
③子育て応援手当　18,800千円（＠20,000円×940人）
　 事務費　消耗品費 45千円、通信運搬費 62千円
　　　　　　　手数料 49千円、超過勤務手当 144千円
　　　　　　　事務費計 300千円（一般財源：2,180千円充当）
④児童手当支給対象児童（国の物価高対応子育て応援手
当支給対象者)

R8.1 R8.4以降

4
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

塙町宿泊費助成事業【追加事業分】

①エネルギー価格高騰、物価高騰等による地域経済への
影響を鑑み、地域における消費を喚起し、地元宿泊事業者
等を応援することで、観光誘客の促進及び地域経済の活
性化を図る。
②町内宿泊施設へ宿泊した場合の宿泊費用の一部助成等
に係る経費
③宿泊費助成金　7,500千円（＠5,000円×1,500人）
   事務費補助金　200千円
  （広告料44千円、印刷製本費150千円、消耗品費6千円）
  （一般財源：3,200千円充当）
④町民等（町民及び町民と一緒に宿泊する町外在住者
等）、町内宿泊事業者等

R8.1 R8.4以降
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